
新しい学習指導要領

幼稚園教育要領、
小・中学校学習指導要領改訂について

平成19年11月7日 中央教育審議会教育課程部会「審議のまとめ」

平成20年1月17日 中央教育審議会「答申」

平成20年3月28日 小・中学校学習指導要領（文部科学省告示）改訂

広く国民から意見募集(11/8～12/7）
関係団体からヒアリング

平成17年2月 学習指導要領の見直しに着手（大臣からの要請）

平成20年2月15日 小・中学校学習指導要領（文部科学省告示）改訂案公表

広く国民から意見募集(2/16～3/16）

学習指導要領改訂についてのこれまでの経緯

平成18年12月 教育基本法改正

平成19年 6月 学校教育法改正
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教育の目的とこれまでの学習指導要領改訂

教育の目的
「人格の完成を目指し、平和で民主的な国家および社会
の形成者として必要な資質を備えた心身とともに健康な
国民の育成」（教育基本法第１条）

これまでの学習指導要領改訂
・ 学習指導要領は、教育の目的の実現を図るため、
社会の変化や子どもたちの現状を踏まえ、概ね１０年に
一度改訂

・ 今回の改訂に当たっても、社会の変化や子どもたちの
現状を踏まえた上で、いかに教育の普遍的な目的の
実現を図るかとの観点から検討

昭和
43～45
年改訂

教育内容の一層の向上（「教育内容の現代化」）
（時代の進展に対応した教育内容の導入）
（算数における集合の導入等）

学習指導要領の変遷学習指導要領の変遷

昭和
52～53
年改訂

ゆとりある充実した学校生活の実現＝学習負担の適正化
（各教科等の目標・内容を中核的事項にしぼる）

平成
元年
改訂

社会の変化に自ら対応できる心豊かな人間の育成
（生活科の新設、道徳教育の充実）

平成
10～11
年改訂

基礎・基本を確実に身に付けさせ、自ら学び自ら考える力などの［生きる力］の育成
（教育内容の厳選、「総合的な学習の時間」の新設）

学習指導要領のねらいの一層の実現の観点から
学習指導要領の一部改正（平成１５年）

昭和
33～35
年改訂

教育課程の基準としての性格の明確化
（道徳の時間の新設、基礎学力の充実、科学技術教育の向上等）
（系統的な学習を重視）

（実施）
小学校：昭和３６年度、中学校：昭和３７年度、高等学校：昭和３８年度（学年進行）

（実施）
小学校：昭和４６年度、中学校：昭和４７年度、高等学校：昭和４８年度（学年進行）

（実施）
小学校：昭和５５年度、中学校：昭和５６年度、高等学校：昭和５７年度（学年進行）

（実施）
小学校：平成４年度、中学校：平成５年度、高等学校：平成６年度（学年進行）

（実施）
小学校：平成１４年度、中学校：平成１４年度、高等学校：平成１５年度（学年進行）
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現行学習指導要領の理念①

現行学習指導要領の理念の重要性
・ 現行学習指導要領の理念は「生きる力」をはぐくむこと
「生きる力」：

○ 基礎・基本を確実に身に付け、いかに社会が変化しようと、

自ら課題を見つけ、自ら学び、自ら考え、主体的に判断し、行動し、

よりよく問題を解決する資質や能力、

○ 自らを律しつつ、他人とともに協調し、他人を思いやる心や感動

する心などの豊かな人間性、

○ たくましく生きるための健康や体力 など

・ 今回改めて検討を行ったが、「生きる力」をはぐくむという

理念はますます重要

6

現行学習指導要領の理念②

「知識基盤社会」の時代と「生きる力」
・ 「知識基盤社会」において求められる変化に対応する能力

○課題を見いだし解決する力

○知識・技能の更新のための生涯にわたる学習

○他者や社会、自然や環境と共に生きること など

・ このような時代を担う子どもたちに必要な力こそ

「生きる力」

・ 「生きる力」は、ＯＥＣＤが知識基盤社会に必要な能力とし
て定義した「主要能力（キーコンピテンシー）」を先取りした考
え方
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現行学習指導要領の理念③

改正教育基本法等と「生きる力」
・ 教育基本法改正：新たに教育の目標等を規定

・ 学校教育法改正：義務教育の目標を規定、学力の重要

な要素を明確化

①基礎的・基本的な知識・技能の習得

②知識・技能を活用して課題を解決するために必要な

思考力・判断力・表現力等

③学習意欲

・ 法改正により明確に示された教育の基本理念は、

「生きる力」の育成

学校教育法第30条第2項

第三十条 小学校における教育は、前条に規定する目的を

実現するために必要な程度において第二十一条各号に

掲げる目標を達成するよう行われるものとする。

② 前項の場合においては、生涯にわたり学習する基盤が

培われるよう、基礎的な知識及び技能を習得させるととも

に、これらを活用して課題を解決するために必要な思考

力、判断力、表現力その他の能力をはぐくみ、主体的に

学習に取り組む態度を養うことに、特に意を用いなければ

ならない。
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子どもたちの現状と課題
子どもたちの学力と学習状況
・ 教育課程実施状況調査及び国際的な学力調査

① 思考力・判断力・表現力等を問う読解力や記述式問題に課題

② 読解力で成績分布の分散が拡大

③ その背景には家庭での学習時間などの学習意欲、学習習慣・

生活習慣に課題

・ 全国学力・学習状況調査

基礎的・基本的な知識・技能は概ね身に付いているが、知識・
技能を活用する問題に課題

子どもの心と体の状況
・ 自分への自信の欠如や自らの将来への不安、体力の低下など
子どもたちの心と体の状況に課題

→「生きる力」で重視している事項に課題

ＰＩＳＡ（読解力）の習熟度レベル別の生徒の割合ＰＩＳＡ（読解力）の習熟度レベル別の生徒の割合

学校外での一日の時間の過ごし方（ＴＩＭＳＳ２００３・中学校２年）学校外での一日の時間の過ごし方（ＴＩＭＳＳ２００３・中学校２年）
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出典：「低年齢少年の生活と意識に関する調査報告書」（平成19年２月） 内閣府

【平成１１年９月】

【平成１９年２月】

「自分に自信がある」と答えた小・中学生 ： ４８．４％（平成１１年）→３８．５％（平成１９年）に低下

「勉強や進学のこと」に悩みや心配ごとがあると答えた中学生 ： ４６．７％（平成７年）→６１．２％（平成１９年）に増加

出典：「低年齢少年の生活と意識に関する調査報告書」（平成19年２月） 内閣府
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課題の背景・原因

社会や家庭・地域の変化

学習指導要領の理念を実現するための

具体的な手立て

教師が子どもたちと向き合う時間の確保や

効果的・効率的な指導のための条件整備
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課題の背景・原因
学習指導要領の理念を実現するためのこれまで

の手立てに５つの課題
［１］ 「生きる力」の意味や必要性について、文部科学省による趣旨の周
知・徹底が必ずしも十分ではなく、十分な共通理解がなされなかった

［２］ 子どもの自主性を尊重するあまり、教師が指導を躊躇する状況が
あったとの指摘

［３］ 各教科での知識・技能の習得と総合的な学習の時間での課題解
決的な学習や探究活動との間の段階的なつながりが乏しくなっている

［４］ 各教科において、知識・技能の習得とともに、観察・実験、レポート、
論述といった、知識・技能を活用する学習活動を行うためには、現在
の授業時数では十分ではない

［５］ 豊かな心や健やかな体の育成について、家庭や地域の教育力が
低下したことを踏まえた対応が十分ではなかった

14

学習指導要領改訂の基本的な考え方

教育基本法改正等で明確になった教育の理念を

踏まえ 「生きる力」を育成

知識・技能の習得と思考力・判断力・表現力等の

育成のバランスを重視

道徳教育や体育などの充実により、豊かな心や

健やかな体を育成



● 思考力・判断力・表現力等をはぐくむ学習活動の例

① 体験から感じ取ったことを表現する
（例） ・ 日常生活や体験的な学習活動の中で感じ取ったことを言葉や歌、絵、身体などを用いて表現する

② 事実を正確に理解し伝達する
（例） ・ 身近な動植物の観察や地域の公共施設等の見学の結果を記述・報告する

③ 概念・法則・意図などを解釈し、説明したり活用したりする
（例） ・ 需要、供給などの概念で価格の変動をとらえて生産活動や消費活動に生かす

・ 衣食住や健康・安全に関する知識を活用して自分の生活を管理する

④ 情報を分析・評価し、論述する
（例） ・ 学習や生活上の課題について、事柄を比較する、分類する、関連付けるなど考えるための技法を活用し、

課題を整理する

・ 文章や資料を読んだ上で、自分の知識や経験に照らし合わせて、自分なりの考えをまとめて、Ａ４・１枚

（１０００字程度）といった所与の条件の中で表現する

・ 自然事象や社会的事象に関する様々な情報や意見をグラフや図表などから読み取ったり、これらを用いて

分かりやすく表現したりする

・ 自国や他国の歴史・文化・社会などについて調べ、分析したことを論述する

⑤ 課題について、構想を立て実践し、評価・改善する
（例） ・ 理科の調査研究において、仮説を立てて、観察・実験を行い、その結果を整理し、考察し、まとめ、表現したり

改善したりする

・ 芸術表現やものづくり等において、構想を練り、創作活動を行い、その結果を評価し、工夫・改善する

⑥ 互いの考えを伝え合い、自らの考えや集団の考えを発展させる
（例） ・ 予想や仮説の検証方法を考察する場面で、予想や仮説と検証方法を討論しながら考えを深め合う

・ 将来の予測に関する問題などにおいて、問答やディベートの形式を用いて議論を深め、より高次の解決策に

至る経験をさせる 戻る
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教育内容の主な改善事項①

言語活動の充実
・ 言語は知的活動やコミュニケーション、感性・情緒の基盤

・ 具体的には、国語科において読み書きなどの基本的な力を定着させた上で、各教科等に

おいて記録、説明、論述、討論といった学習活動を充実

理数教育の充実
・ 科学技術の土台である理数教育の充実を図るため、国際的な通用性、内容の系統性、

小・中学校での学習の円滑な接続を踏まえた指導内容を充実

伝統や文化に関する教育の充実
・ 国際社会で活躍する日本人の育成を図るため、各教科等において、我が国や郷土の

文化や伝統を受け止め、それを継承・発展させるための教育を充実

・ 具体的には、国語科での古典、社会科での歴史学習、音楽科での唱歌・和楽器、

美術科での我が国の美術文化、保健体育科での武道の指導などを充実
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教育内容の主な改善事項②

道徳教育の充実
・ 道徳教育は、道徳の時間を要として特別活動をはじめ学校の教育活動全体を通じて行うもので
あることを明確化

・ 発達の段階に応じて指導内容を重点化し、体験活動を推進

・ 道徳教育推進教師（道徳教育の推進を主に担当する教師）を中心に、全教師が協力して

道徳教育を展開することを明確化

・ 先人の伝記、自然、伝統と文化、スポーツなど、児童生徒が感動を覚える教材を活用

体験活動の充実
・ 子どもたちの社会性や豊かな人間性をはぐくむため、その発達段階に応じ、集団宿泊活動や

自然体験活動（小学校）、職場体験活動（中学校）を重点的に推進

外国語教育の充実
・ 積極的にコミュニケーションを図る態度を育成し、言語・文化に対する理解を深めるために、

小学校高学年に外国語活動を導入

・ 中学校においては、コミュニケーションの基盤となる語彙数を充実するとともに、聞く・話す・

読む・書くを総合的に行う学習活動を充実

18

幼稚園教育要領の改訂の要点

幼小の円滑な接続を図るため、規範意識や思考力の

芽生えなどに関する指導を充実するとともに、幼小の連

携を推進

幼稚園と家庭の連続性を確保するため、幼児の家庭で

の生活経験に配慮した指導や保護者の幼児期の教育の

理解を深めるための活動を充実

預かり保育（幼稚園における教育課程終了後などに引

き続き園児を預かること）の具体的な留意事項を示すとと

もに、子育ての支援の具体的な活動を例示
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小学校の教育課程の枠組み

現行の９教科、道徳、特別活動、総合的な学習の時間に、

外国語活動を追加

国語、社会、算数、理科、体育の授業時数を６学年合わ

せて３５０時間程度増加

総合的な学習の時間は、教科の知識・技能を活用する学

習活動を各教科の中で充実すること等を踏まえ、週１コ

マ程度縮減

全体の授業時数としては、１学年で６８単位時間（週２コ

マ相当）、２学年で７０単位時間（週２コマ相当）、３～６学

年で各３５単位時間（週１コマ相当）増加

20

中学校の教育課程の枠組み

現行の９教科、道徳、特別活動、総合的な学習の時間で
構成

教育課程の共通性を重視し、選択教科は、標準授業時数
の枠外で開設可とする

国語、社会、数学、理科、外国語、保健体育の授業時数を
４００時間程度増加（選択教科の履修状況を踏まえると２３
０時間程度の増加）

総合的な学習の時間は縮減し、３学年合わせて１９０時間

全体の授業時数としては、各学年で３５単位時間（週１コ
マ相当）増加

総授業時数の推移 各教科別時数の推移小・中学校の標準授業時数



中学校の標準授業時数について

〔 現 行 〕 〔 改 訂 〕

学年 学年

１ ２ ３ 計 １ ２ ３ 計

教科等 教科等

国 語 140 105 105 350 国 語 140 140 105 385

(4) (3) (3) (4) (4) (3)

社 会 105 105 85 295 社 会 105 105 140 350

(3) (3) (2.4) (3) (3) (4)

数 学 105 105 105 315 数 学 140 105 140 385

(3) (3) (3) (4) (3) (4)

理 科 105 105 80 290 理 科 105 140 140 385

(3) (3) (2.3) (3) (4) (4)

音 楽 45 35 35 115 音 楽 45 35 35 115

(1.3) (1) (1) (1.3) (1) (1)

美 術 45 35 35 115 美 術 45 35 35 115

(1.3) (1) (1) (1.3) (1) (1)

保健体育 90 90 90 270 保健体育 105 105 105 315

(2.6) (2.6) (2.6) (3) (3) (3)

技術・家庭 70 70 35 175 技術・家庭 70 70 35 175

(2) (2) (1) (2) (2) (1)

外国語 105 105 105 315 外国語 140 140 140 420

(3) (3) (3) (4) (4) (4)

道 徳 35 35 35 105 道 徳 35 35 35 105

(1) (1) (1) (1) (1) (1)

特別活動 35 35 35 105 特別活動 35 35 35 105

(1) (1) (1) (1) (1) (1)

選択教科等 0～30 50～85 105～165 155～280 50 70 70 190総合的な

(2) (2)(0～0.9) 1.4～2.4 3～4.7 (1.4)（ ）（ ） 学習の時間

70～100 70～105 70～130 210～335 合 計 1015 1015 1015 3045総合的な

(29) (29) (29)学習の時間 （ ）（ ）（ ）2～2.9 2～3 2～3.7

合 計 980 980 980 2940

(28) (28) (28)

注： ）内は週当たりのコマ数。（

小学校の標準授業時数について

〔 現 行 〕 〔 改 訂 〕

学年 学年

１ ２ ３ ４ ５ ６ 計 １ ２ ３ ４ ５ ６ 計

教科等 教科等

国語 272 280 235 235 180 175 1377 国語 306 315 245 245 175 175 1461

(8) (8) (6.7) (6.7) (5.1) (5) (9) (9) (7) (7) (5) (5)

社会 － － 70 85 90 100 345 社会 － － 70 90 100 105 365

(2) (2.4) (2.6) (2.9) － － (2) (2.6) (2.9) (3)－ －

算数 114 155 150 150 150 150 869 算数 136 175 175 175 175 175 1011

(3.4) (4.4) (4.3) (4.3) (4.3) (4.3) (4) (5) (5) (5) (5) (5)

理科 － － 70 90 95 95 350 理科 － － 90 105 105 105 405

(2) (2.6) (2.7) (2.7) － － (2.6) (3) (3) (3)－ －

生活 102 105 － － － － 207 生活 102 105 － － － － 207

－ － － －(3) (3) － － － － (3) (3)

音楽 68 70 60 60 50 50 358 音楽 68 70 60 60 50 50 358

(2) (2) (1.7) (1.7) (1.4) (1.4) (2) (2) (1.7) (1.7) (1.4) (1.4)

図画 68 70 60 60 50 50 358 図画 68 70 60 60 50 50 358

(2) (2) (1.7) (1.7) (1.4) (1.4) (2) (2) (1.7) (1.7) (1.4) (1.4)工作 工作

家庭 － － － － 60 55 115 家庭 － － － － 60 55 115

(1.7) (1.6) － － － － (1.7) (1.6)－ － － －

体育 90 90 90 90 90 90 540 体育 102 105 105 105 90 90 597

(2.6) (2.6) (2.6) (2.6) (2.6) (2.6) (3) (3) (3) (3) (2.6) (2.6)

道徳 34 35 35 35 35 35 209 道徳 34 35 35 35 35 35 209

(1) (1) (1) (1) (1) (1) (1) (1) (1) (1) (1) (1)

特別 34 35 35 35 35 35 209 特別 34 35 35 35 35 35 209

(1) (1) (1) (1) (1) (1) (1) (1) (1) (1) (1) (1)活動 活動

－ － 105 105 110 110 430 － － 70 70 70 70 280総合的な 総合的な

(3) (3) (3.1) (3.1) (2) (2) (2) (2)学習の時間 学習の時間－ － － －

合計 782 840 910 945 945 945 5367 － － － 35 35 70外国語 －

23) (24) (26) (27) (27) (27) (1) (1)( － －活 動 － －

合計 850 910 945 980 980 980 5645

(25) (26) (27) (28) (28) (28)

注： ）内は週当たりのコマ数。（

戻る

　：国語、社会、算数・数学、理科、外国語（中学校）の授業時数の合計

　：上記以外の教科等の授業時数の合計

小・中学校の総授業時数の推移

①小学校 ②中学校

※昭和４６年度～のグラフにおける小学校の総授業時数については、総授業時数の他に学習指導要領において特別活動の一部に充てることが望まし
いとされていた時間数を加えている。
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国語、社会、算数・数学、理科、体育・保健体育、外国語の授業時数の推移

①小学校 ②中学校
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高等学校の教育課程の枠組み

週当たりの授業時数は３０単位時間

卒業単位数は７４単位以上

必履修科目の単位数は原則として増加させない

学習の基盤である国語、数学、外国語は、共通必履修科目を設定

地理歴史、公民、理科は、現行どおり選択必履修

総合的な学習の時間は、授業時数等の弾力的な取扱いを検討

専門学科は専門教科・科目を２５単位以上履修

総合学科は「産業社会と人間」を履修

共通性と多様性のバランスの観点から検討

教科・科目



高等学校の教科・科目について

〔 現 行 〕 〔 改 訂 〕

標準 必履修 標準 必履修教科 科 目 教科 科 目
科目 科目単位数 単位数

２単位まで国語表現Ⅰ 国語総合 ○２ ４
減可国語表現Ⅱ ○ 国語表現２ ３

４ ２国語 国語国語総合 現代文Ａ
４ ４現代文 現代文Ｂ
４ ２古典 古典Ａ
２ ４古典講読 古典Ｂ

世界史Ａ ○ 世界史Ａ ○２ ２
４ ４世界史Ｂ 世界史Ｂ

２ ２地理 地理日本史Ａ 日本史Ａ

日本史Ｂ ○ 日本史Ｂ ○歴史 歴史４ ４
２ ２地理Ａ 地理Ａ
４ ４地理Ｂ 地理Ｂ

｢現代社会｣又は ｢現代社会｣又は現代社会 現代社会２ ２
｢倫理｣･｢政治･経 ｢倫理｣･｢政治･経公民 公民倫理 倫理２ ２
済｣ 済｣政治・経済 政治・経済２ ２

２単位まで数学基礎 ○ 数学Ⅰ ○２ ３
減可数学Ⅰ 数学Ⅱ３ ４

４ ５数学Ⅱ 数学Ⅲ

３ ２数学 数学数学Ⅲ 数学Ａ
２ ２数学Ａ 数学Ｂ
２ ２数学Ｂ 数学活用
２数学Ｃ
２ ２理科基礎 科学と人間生活

２ 科 目 「科学と人理科総合Ａ 物理基礎２ ２
(｢理科基 間生活」を理科総合Ｂ 物理２ ４
礎｣｢理科総 含む２科目物理Ⅰ 化学基礎３ ２
合A｣又は 又は物理Ⅱ 化学３ ４
｢理科総合 基礎を付し理科 理科化学Ⅰ 生物基礎３ ２
B｣を少なく た科目を３化学Ⅱ 生物３ ４
とも１科目 科目生物Ⅰ 地学基礎３ ２

３ ４生物Ⅱ 地学含む｡)

３ １地学Ⅰ 課題研究
３地学Ⅱ

体育 ○ 体育 ○保健 保健7～ 8 7～ 8
保健 ○ 保健 ○体育 体育２ ２

２ ２音楽Ⅰ 音楽Ⅰ
２ ２音楽Ⅱ 音楽Ⅱ
２ ２音楽Ⅲ 音楽Ⅲ

美術Ⅰ ○ 美術Ⅰ ○２ ２
２ ２美術Ⅱ 美術Ⅱ芸術
２ ２芸術 美術Ⅲ 美術Ⅲ
２ ２工芸Ⅰ 工芸Ⅰ
２ ２工芸Ⅱ 工芸Ⅱ
２ ２工芸Ⅲ 工芸Ⅲ
２ ２書道Ⅰ 書道Ⅰ
２ ２書道Ⅱ 書道Ⅱ
２ ２書道Ⅲ 書道Ⅲ
２ ２ｵｰﾗﾙ･ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ英語基礎Ⅰ

２単位までｵｰﾗﾙ･ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ ○ ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ英語Ⅰ ○Ⅱ ４ ３外国語
減可外国語 英語Ⅰ ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ英語Ⅱ３ ４

４ ４英語Ⅱ ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ英語Ⅲ
４ ２ﾘｰ ｨﾝ 英語会話デ グ
４ ２ﾗｲﾃｨﾝ 英語表現Ⅰグ

４英語表現Ⅱ
２家庭基礎 家庭基礎２

家庭総合 ○ 家庭総合 ○家庭 家庭４ ４
４ ４生活技術 生活デザイン

情報Ａ 社会と情報 ○２ ２
２ ２情報 情報Ｂ ○ 情報の科学

情報

２情報Ｃ

戻る
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教育課程の基本的な枠組み（その他）

学校週５日制の下での土曜日の活用
・ 学校週５日制の維持

・ 地域と連携し、総合的な学習の時間の一環として体験活動等を行う
場合の土曜日の活用

発達の段階に応じた学校段階間の円滑な接続
・ 幼小の教育課程の工夫による小１プロブレムへの対応

・ 小学校の教育内容を中学校で再度指導する等の工夫

教育課程編成・実施に関する各学校の責任と現
場主義の重視
・いわゆる「はどめ規定」の見直し

・独自の教科の創設などの特例措置を、特区制度ではなく、文部科学
大臣の認定により認める仕組みの導入
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各教科等の主な内容の改善①

○ 総則

・ 知識・技能を活用して課題を解決するための思考力、判断力、表現力等の育成、
言語活動の充実、学習習慣の確立等を規定

・ 改正教育基本法等を踏まえ、伝統と文化を尊重し、それらをはぐくんできた我が
国と郷土を愛し、公共の精神の尊び、他国を尊重し、国際社会の平和と発展や
環境の保全に貢献する主体性のある日本人を育成することを道徳教育の目標に
規定

・ 小学校の道徳教育では、集団宿泊活動等を通じ、基本的な生活習慣やきまり、
善悪の判断、人間としてしてはならないことをしないことを重視することを規定

・ 中学校の道徳教育では、職場体験活動等を通じ、自他の生命の尊重、規律あ
る生活、自己の将来、法やきまりの意義の理解、社会の形成への参画、国際社
会に生きる日本人としての自覚を重視することを規定

・ 体力の向上に加え、食育の推進や安全に関する指導を規定

・ 学校教育の一環として生徒が自発的に取り組む部活動の意義や留意点を規定
（中学校）

28

各教科等の主な内容の改善②

○ 国語

・ 言語力育成の中核を担う教科として、具体的な言語活動を充実

（小学校：記録、報告、解説、推薦等、中学校：批評、評論、論説等）

・ ことわざ、故事成語、古文・漢文の音読など小学校段階から古典に

関する指導を充実

・ 教材として、近代以降の代表的な作家の作品を取り上げることを規定（中学校）

○ 社会

・ ４７都道府県の名称と位置、世界の主な大陸と海洋、主な国の名称と位置など

学習や生活の基盤となる知識についての学習を充実（小学校）

・ 我が国の伝統や文化（小学校：文化遺産、狩猟・採集の生活や国の形成等、

中学校：かな文字等）、宗教（中学校）、近現代の歴史（中学校）に関する学習を充実

・ 環境、防災、情報化、法や政治、経済などに関する学習を充実
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各教科等の主な内容の改善③

○ 算数・数学
・ 発達や学年の段階に応じた反復（スパイラル）による指導を充実（複数学年にわたり指導内容

を一部重複させる）

・ 国際的な通用性、内容の系統性の確保や小・中学校の学習の円滑な接続等の観点から、

必要な指導内容を充実（小学校：台形の面積等、中学校：二次方程式の解の公式、標本調査等）

・ 学ぶことの意義や有用性を実感できるよう、数量や図形についての知識・技能を実際の場面で

活用する活動などを充実（小学校：「算数的活動」、中学校：「数学的活動」）

○ 理科
・ 小・中学校を通じた内容の一貫性を重視

・ 国際的な通用性、内容の系統性の確保や小・中学校の学習の円滑な接続等の観点から、

必要な指導内容を充実（小学校：人の体のつくり等、中学校：イオン、遺伝の規則性、進化等）

・ 科学的な思考力・表現力等の育成の観点から、観察・実験の結果を分析し解釈する学習活動、

科学的な概念を使用して考えたり説明したりするなどの学習活動等を充実

・ 科学を学ぶことの意義や有用性の実感及び科学への関心を高める観点から、日常生活や

社会との関連を重視し改善

30

各教科等の主な内容の改善④

○ 生活

・ 気付きをもとに考えたりすることなど、気付きを質的に高める観点から、

活動や体験を充実

・ 児童を取り巻く環境の変化を考慮し、安全教育に関する内容を充実

・ 身近な人々と伝え合う活動を行い、進んで交流できるようにする内容を新設

○ 音楽

・ 表現活動及び鑑賞活動において共通に必要となる能力を示した〔共通事項〕を新設

・ 歌唱教材について、小学校では必ず指導する曲数を増加、中学校では「赤とんぼ」、

「荒城の月」など我が国で親しまれてきた曲を具体的に規定

・ 和楽器音楽に関する鑑賞指導の充実（小学校５・６学年→３～６学年）、民謡、

長唄など我が国の伝統的な歌唱の指導の重視（中学校）など邦楽の指導を充実

○ 図画工作、美術

・ 表現活動及び鑑賞活動において共通に必要となる能力を示した〔共通事項〕を新設

・ 我が国の美術文化に関する鑑賞指導を充実（中学校２・３学年→１、２・３学年）
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各教科等の主な内容の改善⑤

○ 家庭、技術・家庭

・ 家族と家庭に関する教育を充実

（小学校：家庭生活を大切にする心情、中学校：幼児との触れ合い）

・ 食育の推進の観点から、食事の役割や栄養・調理に関する内容を充実

（小学校：五大栄養素等、中学校：地域の食文化等）

・ ものづくり教育の充実等の観点から、技術の評価、エネルギー変換や生物育成

の技術に関する学習を充実

○ 体育、保健体育

・ 子どもの体力低下、運動習慣の二極化傾向の指摘を踏まえ、「体つくり運動」を

小学校低学年から規定

・ 選択であった武道、ダンスを含めすべての運動領域を必履修化（中学校１・２学年）

・ 健康及び病気の予防（小学校）、自然災害に伴う傷害の防止（中学校）などに関する

指導を充実
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各教科等の主な内容の改善⑥

○ 外国語活動、外国語

・ 音声面を中心とし、コミュニケーション能力の素地を育成（小学校）

・ 語数を、現行の「９００語程度まで」から「１２００語程度」に増加（中学校）

・ 外国語で発信しうる内容の充実を図る観点から、教材の題材の例として、

我が国の伝統文化と自然科学を追加（中学校）

○ 道徳教育

・ より効果的な教育を行う観点から、発達の段階に応じて指導の重点を明確化

（小学校：人間としてしてはならないことをしない、集団や社会のきまりを守る等、

中学校：社会の形成への主体的な参画等）

・ 道徳性の育成に資する体験活動を推進（小学校：集団宿泊活動等、中学校：

職場体験活動等）

・ 先人の伝記、自然、伝統と文化、スポーツなど、児童生徒が感動を覚える

魅力的な教材を活用
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各教科等の主な内容の改善⑦
○ 総合的な学習の時間

・ 教科の枠を超えた横断的・総合的な学習、探究的な学習を行うことを

より明確化

・ 学習活動の例示として、発達の段階に応じ、小学校で地域の人々の

暮らし、伝統と文化についての学習活動、中学校で職業や自己の将来

に関する学習活動を追加

・ 教育課程上における位置付けを明確化（総則から新たに章立て）

○ 特別活動

・ よりよい人間関係を築く力、集団の一員としてよりよい生活づくりに参画

する態度の育成を特に重視し、体験活動や話合い活動、異年齢集団に

よる活動を充実

・ 発達の段階に応じ、体験活動を推進（小学校：自然の中での集団宿泊

活動、中学校：職場体験活動）
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今後の予定

４月２４日（本日）
移行措置告示案公表

平成２０年度の周知・研修・補助教材の検討を経て、
・幼稚園は平成２１年度から全面実施
・小・中学校は平成２１年度からできるものについて
先行して実施

小学校では平成２３年度、中学校では平成２４年度から
新学習指導要領全面実施

高等学校、特別支援学校学習指導要領等については、
平成２０年秋を目途に改訂予定
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広報計画

（説明会）

臨時教育長会議〔４月２４日〕

中央説明会【文部科学省主催】（２日間の日程、幼稚園は全国１カ所、
小・中学校は全国３カ所）〔６月末～７月〕

地方説明会【都道府県教育委員会主催】（文部科学省から職員を派
遣）〔７月～８月〕

指導主事連絡協議会【文部科学省主催】 〔５月末（幼）、１０月～１１月
（小・中）〕

要請に応じて各都道府県・政令市に講師派遣
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広報計画

（保護者向けパンフレットの配布）

新学習指導要領等の趣旨を分かりやすくまとめた保護者向けパンフ
レットを作成し、幼稚園、小・中学校等の全ての保護者に対して配布
（約１，２５０万部）〔４月〕

（教員に学習指導要領冊子の配布）

学習指導要領冊子について、Ａ４判化（これまではＡ５判）、デザインを
見やすくし、幼稚園、小・中学校等の全ての教員（約１１５万人）に対し
て配布〔６月～〕

（学習指導要領「解説」の作成・発行）

学習指導要領の記述の意味や解釈などを詳細に説明する「解説」を、
各学校種、各教科等ごとに文部科学省の著作として作成・出版（中央
説明会の資料として活用）。〔６月～７月〕

「新しい学習指導要領」ホームページで最新情報を提供〔随時〕



○ 算数・数学及び理科については、新課程に円滑に移行できるよう、移行措置期間
中から、新課程の内容の一部を前倒しして実施。（授業時数の増加も前倒し実施）

○ これに伴い、小学校では、総授業時数を各学年で週１コマ増加
（中学校は、選択教科等の授業時数を削減するため、総授業時数は変更なし）

○ 新課程の前倒しに伴い、現在の教科書には記載がない事項を指導する際に必要となる教材については、
国の責任において作成・配布。（具体的方策は検討中）

３．算数・数学及び理科は教材を整備して先行実施

４． 他の各教科等 （学校の判断で先行実施）

○ 直ちに実施可能な、学習指導要領の総則や、道徳、総合的な学習の時間、特別活動については、
平成２１年度から新しい学習指導要領の規定を先行実施。

２．総則や道徳等は直ちに先行実施

○各教科（算数・数学及び理科を除く）は、学校の判断により、新学習指導要領によることも可能とする。
○但し、以下のものについては、全ての学校で先行実施
・ 地図帳で指導可能な「４７都道府県の名称と位置」等の指導（小学校）
・ 音楽の共通歌唱教材として指導する曲数の充実等（小・中学校）
・ 体育の授業時数の増加（小学校低学年）

（１）各教科（算数・数学及び理科を除く）

○ 第５･６学年における外国語活動は、各学校の裁量により授業時数を定めて実施することが可能。
（各学年で週１コマまでは、総合的な学習の時間の授業時数を充てることが可能）

（２）小学校における外国語活動

学習指導要領の改訂に伴う移行措置の概要

○ 平成２０年度中に周知徹底を図り、平成２１年度から可能なものは先行して実施。
○ 移行措置期間中に、教科書の編集・検定・採択を行い、小学校は平成２３年度から、
中学校は平成24年度から新しい学習指導要領を全面実施。

１．移行措置期間における基本方針
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主な条件整備の方向性
平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

教科書

教職員配置

先行実施
（移行措置）

小学校
全面実施 中学校

全面実施

補助教材等
（算数・数学、理科）

小学校外国語
（教材、研修、ALT等）

武道必修化〈中学〉
（施設設備、研修等）

道徳教材

検定
基準
見直し

検定
基準
見直し

小学校
編集

小学校
編集

検定
検定

使用
使用

採択供給
採択供給

使用
使用

採択供給
採択供給

検定
検定中学校

編集

中学校
編集

先行実施（移行措置）・全面実施にかかる措置

「英語ノート」試行
「英語ノート」試行

「英語ノート」使用
「英語ノート」使用

施設設備の整備
施設設備の整備

教員研修の実施
教員研修の実施

教員研修の実施、ＡＬＴの配置
教員研修の実施、ＡＬＴの配置

教材検討（内容、国庫補助等）
教材検討（内容、国庫補助等）

「英語ノート」使用
「英語ノート」使用

教員研修の実施、ＡＬＴの配置
教員研修の実施、ＡＬＴの配置

施設設備の整備
施設設備の整備

教員研修の実施
教員研修の実施

定数改善1,195人
非常勤7,000人

定数改善1,195人
非常勤7,000人

理科支援員〈小学〉

条件整備

約3,000校約3,000校
理科支援員配置
理科支援員配置

理科支援員配置
理科支援員配置

「心のノート」改訂
「心のノート」改訂 「心のノート」

作成・配布

「心のノート」
作成・配布

補助教材

作成・配布

「心のノート」等の教材使用
「心のノート」等の教材使用

補助教材使用
（小学校）

（中学校）
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まずこのメッセージを現場に

「生きる力」の理念の継承

具体的な手立ての見直し
・授業時数の増

・各教科→活用する力の育成、言語活動の充実

・総合的な学習の時間→意義の再確認と役割の明確化

教育条件整備への努力

（了）
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